
今回閣議決定した社会資本整備重点計画は，計

画期間を平成１５年度から１９年度の５カ年とし，前

文および第１章から第３章という構成となってい

る。

前文では，次稿の繰り返しとなるので詳細は記

さないが，社会資本整備重点計画が策定されるに

至った背景や，その意義等について記載してい

る。ここでは，主に第１章から第３章の部分につ

いて，その概要を報告していきたい。

１ 社会資本整備の改革方針

まず第１章では，社会資本整備の改革方針を記

載している。これまでも事業分野別にはそれぞれ

さまざまな改革を進めてきているところである

が，今回の社会資本整備重点計画の策定に当た

り，これまでの取り組みを一歩進め，事業横断的

に改革の取り組みを進めることとし，以下の８項

目にとりまとめている。

� 事業評価の厳格な実施

・新規採択時評価，再評価，事後評価の一貫した

事業評価の実施，評価結果の積極的な公表

など

� 技術開発等を通じたコスト縮減・事業の迅速

化

・コストの観点から公共事業のすべてのプロセス

を見直すコスト構造改革の推進，数値目標とし

て総合コスト縮減率１５％を達成 など

� 地域住民等の理解と協力の確保

・事業の計画段階より早い構想段階における住民

参加プロセスの導入 など

� 事業相互間の連携の確保

・他の公共事業計画に位置付けられた事業とも連

携 など

� 既存の社会資本の有効活用，ソフト施策との

連携

・ETCの普及促進，災害やバリアフリーに関す

る情報提供等のソフト施策との連携

・総合的な資産管理手法の導入による効率的・計

画的な維持管理の推進 など

� 公共工事の入札および契約の適正化

� 民間資金・能力の活用

・適切な事業分野における PFI の積極的な導

入，地域住民・NPO，民間企業等の参画

など

� 社会資本の整備における新たな国と地方の関

係の構築

・ローカルルールの導入，地方ブロックの重点整

備方針のとりまとめなど，地域の実情に応じた

社会資本整備の推進

・国庫補助負担金について地方の裁量性を高める

方向で改革 など

２ 重点目標と事業の概要

次に第２章では，計画の中心となる重点目標と
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その達成のための事業の概要を記載している。重

点目標は，「暮らし」「安全」「環境」「活力」の四

つのテーマごとに，以下のとおり，全部で１５の目

標を設定している。

� 「暮らし」に定めた重点目標
� 少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会

の形成等

すべての人々が暮らしやすい社会の形成を目指

す。特に高齢者や障害者等にとって，生活空間の

移動がしやすく，暮らしやすいバリアフリー社会

の形成，子育てしやすい社会の実現を図る。

� 水・緑豊かで美しい都市生活空間等の形成等

良質な水資源の確保によりきれいな水を安定的

に供給するとともに，水と緑豊かで美しい都市生

活空間等を形成する。

� 良好な居住環境の形成

美しくゆとりある環境の中で，質の高い居住生

活の実現を図る。

� 「安全」に定めた重点目標

� 水害等の災害に強い国土づくり

都市型災害対策や災害弱者への対応等に重点を

おいて，水害，土砂災害，津波・高潮，雪害，火

山噴火災害等の災害から国土の保全を図り，社会

生活活動を支え，生命・財産・生活の安全性を確

保する。

� 大規模な地震，火災に強い国土づくり等

大規模な地震や火災から生命・財産・生活の安

全性と社会経済活動を確保する。また，災害発生

時の避難施設，支援活

動を確保する。

� 総合的な交通安全

対策および危機管理

の強化

陸・海・空の交通に

関する安全性を確保

し，事故やテロ等の未

然防止と被害軽減を図

る。

 「環境」に定め
た重点目標

� 地球温暖化の防止

地球温暖化対策推進

大綱に基づき地球温暖

化の防止を図る。

� 都市の大気汚染お

よび騒音等にかかる生活環境の改善

都市部における交通に起因する大気汚染や騒音

等による生活環境への影響の改善を図る。また，

ヒートアイランド減少の緩和を図る。

� 循環型社会の形成

循環型社会形成推進基本計画に基づき廃棄物等

の発生抑制，適正な循環的利用の推進および建設

発生土の有効利用の推進とともに，循環的な利用

のできない廃棄物等の適正処分など環境負荷の低

減を目指す循環型社会の形成を図る。

� 良好な自然環境の保全・再生・創出

生態系に配慮した豊かで美しい自然環境の保

全，再生および創出を図る。

� 良好な水環境への改善

良好な水質，健全な水量等を有する水環境への

改善を図る。

! 「活力」に定めた重点目標
� 国際的な水準の交通サービスの確保等および

国際競争力と魅力の向上

国際的な水準の交通サービスの確保，国際的な

人の移動の推進，国際物流の円滑化等を図り，わ

が国の国際競争力と魅力の創出を図る。

� 国内幹線交通のモビリティの向上

人や物の広域的な移動・交流の拡大，効率化を

図る。

� 都市交通の快適性，利便性の向上

都市における交通渋滞，混雑を緩和し，円滑な

交通を確保するほか，利用しやすい交通機能を備

図―１ 社会資本整備重点計画〈平成１５年１０月１０日閣議決定〉
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えた快適で魅力ある都市生活空間等を形成する。

� 地域間交流，観光交流を通じた地域や経済の

活性化

地域間交流，観光交流等の国内外の交流を促進

し，地域や経済の活性化を図る。

また，社会資本整備重点計画法では，重点目標

に照らして，毎年政策評価を実施することが義務

付けられている。その際，定量的な分析を可能と

するため，計画では，重点目標の達成度を測る尺

度として３５の指標を設定し，現況値（H１４）と目

標値（H１９）を明らかにしている。この指標につ

いては，別紙を参照していただきたい。

さらに，それぞれの重点目標を着実に推進する

ために，具体的にどのような事業を効果的，効率

的に実施していくかということを，事業の概要と

して記載している。成果重視の目標達成のために

事業分野別にバラバラに事業を実施するのではな

く，事業間連携を強力に推進するとともに，ソフ

ト施策や民間と十分に連携することとしている。

例えば，

・汚水処理施設について下水道，集落排水施設，

浄化槽の適正な役割分担の下での整備

・空港，港湾等の拠点への道路，鉄道等によるア

クセスの連携・整備

・都市公園の整備に加え，道路，河川，港湾，空

港等の公共空間の積極的な緑化との連携や，屋

上緑化・民間建築敷地内の緑化など民間主体の

緑化の支援による緑地空間の拡大

・堤防や防波堤などの災害防止施設の整備ととも

に，災害関連情報をリアルタイムで提供する施

設・体制の整備や，土砂災害警戒区域等の指

定，ハザードマップの作成支援等のソフト施策

の実施

等の取り組みが記載されている。

３ 事業分野別の取り組み

最後に第３章では，第１章や第２章に記載した

事業横断的な取り組みを，事業分野別に再整理し

ている。これまで約５０年にわたり事業分野別の長

期計画が策定されてきたことにかんがみ，こうし

た長期計画との継続性を確保するため，従来の９

分野について記載している。

４ 今後の社会資本整備の方向

社会資本整備重点計画の策定を踏まえた今後の

社会資本整備の方向については，主に，次の三つ

のポイントがある。

まず第１のポイントは，社会資本整備の改革の

推進である。社会資本整備重点計画の第１章で改

革方針を明らかにしているが，この計画が閣議決

定されたことにより，その着実な実行を政府全体

として国民に約束したことになるので，これまで

以上に積極的な取り組みを推進していかなければ

ならないと考えている。

第２のポイントは，PLAN・DO・SEEサイク

ルの徹底による効率的な事業推進の実現である。

前述のとおり，社会資本整備重点計画法では計画

に位置付けた社会資本整備事業について，行政評

価法に基づき，重点目標に照らして毎年，政策評

価を行うことを義務付けている。この政策評価の

結果は，国民に広く公表されるとともに，翌年度

以降の重点施策や予算要求に適切に反映されるこ

ととなるので，効率的に事業が実施されることに

なるものと考えている。

最後に，地方ブロックの重点整備方針の策定に

ついてだが，社会資本整備重点計画とあわせて，

警察庁・農林水産省，国土交通省の３省庁で発表

した「社会資本整備重点計画参考資料（閣議決定

の対象外）」の中で，地方ブロックの重点整備方

針（主要事項）として，そのおおむねの骨格が記

載されている。社会資本整備重点計画は，あくま

でわが国全体の整備方針を示したものであるた

め，各指標も全国での数値となっており，各地方

の地域性に配慮した整備の方向性は示されていな

い。社会資本整備重点計画法に定められた国民お

よび都道府県からの意見聴取（平成１５年６月２４日

から８月１８日にかけて，国民からパブリックコメ

ントおよび都道府県からの意見を募集）において

も，「各地方の置かれた状況によって，重点的に

整備すべき社会資本は異なるのではないか」とい

ったご意見を多数いただいている。社会資本に

は，全国的な見地から整備を進めるもののほか，

地域の特性等を踏まえて整備していくものもあ

り，地方公共団体との認識を共有しながら社会資

本整備を進めていくためには，地方ごとの目標の

特集「社会資本整備重点計画」の概要について
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設定なども必要となる。このため，計画では，

「各地方支分部局による社会資本の整備に係る重

点目標や事業等に関する検討・整理」を行い，こ

れをもとに平成１５年度末を目途に「地方ブロック

の社会資本の重点整備の方針をとりまとめる」こ

ととしている（図―２参照）。その過程では，地

方公共団体等と十分に意見交換を行い，理解を得

ながら，とりまとめを進めていきたいと考えてい

る。

５ おわりに

社会資本整備重点計画は，これまで述べたとお

り，経済財政諮問会議等で議論されている行政マ

ネジメント改革を先取りしたものであり，今後

は，いかにこの計画を推進していくかが問われる

こととなる。社会資本整備に対する国民の目が非

常に厳しくなっている中，計画の推進を通じて，

真に必要な事業を重点的，効率的に実施し，国民

のニーズに応えていきたいと考えているので，皆

様のご理解とご協力をお願いしたい。

また，最後になるが，社会資本整備重点計画お

よびその参考資料は，国土交通省のホームページ

（URL : http : //www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/01

/011009_.html）にも記載するとともに，各地方

支分部局等でも配布しているので，これを機に，

ぜひご覧いただけるよう，お願いしたい。

図―２ 地方ブロックの社会資本の重点整備方針の策定
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重点目標と指標の一覧
暮らし～生活空間の充実等を通じた豊かな生活の実現
� 少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等
１ 一日当たりの平均利用者数が５，０００人以上の旅客施設，その周辺等の主な道路及び信号機並びに不特定多数の者等
が利用する一定の建築物及び住宅のバリアフリー化の割合

【旅客施設の段差解消 ３９％（H１４）→７割強（H１９），視覚障害者誘導用ブロック ７２％（H１４）→８割強（H１９）】
【道路 １７％（H１４）→約５割（H１９）】

【信号機 約４割（H１４）→約８割（H１９）】
【建築物 約３割（H１４）→約４割（H１９），住宅 H１９に約１割】

� 水・緑豊かで美しい都市生活空間等の形成等
２ 河川における汚濁負荷削減率 【H１９までに１３％を削減】
３ 都市域における水と緑の公的空間確保量 【H１９までに約１割増（１２m2／人（H１４）→１３m2／人（H１９））】
� 良好な居住環境の形成
４ 市街地の幹線道路の無電柱化率 【７％（H１４）→１５％（H１９）】
５ 汚水処理人口普及率 【７６％（H１４）→８６％（H１９）】

安全～防災の高度化の推進と交通安全対策・危機管理の強化
� 水害等の災害に強い国土づくり
６ 洪水による氾濫から守られる区域の割合 【約５８％（H１４）→約６２％（H１９）】
７ 床上浸水を緊急に解消すべき戸数 【約９万戸（H１４）→約６万戸（H１９）】
８ 土砂災害から保全される戸数 【約１２０万戸（H１４）→約１４０万戸（H１９）】

【うち災害弱者関連施設数 約３，１００施設（H１４）→約４，１００施設（H１９）】
９ 津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない地域の面積

【約１５万 ha（H１４）→約１０万 ha（H１９）】
� 大規模な地震，火災に強い国土づくり等
１０ 地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある地域の解消

【約１３，０００ha（H１４）→約１０，０００ha（H１９）】
１１ 多数の者が利用する一定の建築物及び住宅の耐震化率

【建築物 １５％（H１３）→約２割（H１９），住宅 H１９に約６５％】
１２ 地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地のうち最低限の安全性が確保される
市街地の割合 【約８，０００haのうち，０（H１４）→約３割（H１９）】

１３ 一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上確保された大都市の割合
【約９％（H１４）→約２５％（H１９）】

１４ 災害時に広域的な救援ルートが確保されている都市の割合 【６６％（H１４）→７６％（H１９）】
１５ 港湾による緊急物資供給可能人口 【約１，９００万人（H１４）→約２，６００万人（H１９）】
� 総合的な交通安全対策及び危機管理の強化
１６ 道路交通における死傷事故率 【１１８件／億台キロ（H１４）→約１割削減（１０８件／億台キロ）（H１９）】
１７ ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数 【H１５～H１９の発生数を０とする】
１８ 国内航空における事故発生件数 【１８．４件／年（H１０～H１４平均）→約１割削減（１６．６件）（H１５～H１９平均）】

環境～地球環境から身近な生活環境までの保全・創造
� 地球温暖化の防止
� 都市の大気汚染及び騒音等に係る生活環境の改善
１９ NO２の環境基準達成率 【６４％（H１４）→約８割（H１９）】
２０ 夜間騒音要請限度達成率 【６１％（H１４）→７２％（H１９）】
� 循環型社会の形成
	 良好な自然環境の保全・再生・創出
２１ 失われた自然の水辺のうち，回復可能な自然の水辺の中で再生した水辺の割合 【H１９までに約２割再生】
２２ 失われた湿地や干潟のうち，回復可能な湿地や干潟の中で再生したものの割合 【H１９までに約３割再生】

 良好な水環境への改善
２３ 環境基準達成のための高度処理人口普及率 【１１％（H１４）→１７％（H１９）】
２４ 湾内青潮等発生期間の短縮 【H１４比約５％減（H１９）】

活力～国際競争力の強化，都市再生，地域連携や観光振興等を通じた，魅力と活力にあふれる経済社会の形成
� 国際的な水準の交通サービスの確保等及び国際競争力と魅力の向上
★２５ 国際航空サービス提供レベル

【３，４３５億座席キロ（H１４）→４，８００億座席キロ（H１９），２１５億トンキロ（H１４）→３００億トンキロ（H１９）】
２６ 国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率 【H１４比５％減（H１９）】
２７ ふくそう海域における管制船舶の入港までの航行時間の短縮 【H１４に比べ東京湾において約１５％短縮（H１９）】

★２８ 拠点的な空港・港湾への道路アクセス率 【５９％（H１４）→６８％（H１９）】
★２９ 国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現
� 国内幹線交通のモビリティの向上
★３０ 国内航空サービス提供レベル 【１，２９４億座席キロ（H１４）→１，５００億座席キロ（H１９）】
３１ フェリー等国内貨物輸送コスト低減率 【H１４比４％減（H１９）】

 都市交通の快適性，利便性の向上
３２ 道路渋滞による損失時間 【３８．１億人時間（H１４）→約１割削減（H１９）】
３３ 信号制御の高度化により短縮される通過時間

【H１９までに対策実施箇所において約３．２億人時間／年（約１割）短縮】
３４ 路上工事時間の縮減率 【２３５時間／キロ・年（H１４）→約２割削減（H１９）】
� 地域間交流，観光交流等を通じた地域や経済の活性化
３５ 隣接する地域の中心の都市間が改良済みの国道で連絡されている割合 【７２％（H１４）→７７％（H１９）】

この他，★印の指標を再掲

特集「社会資本整備重点計画」の概要について

８ 建設マネジメント技術 2003年 12月号


